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トヨタの燃料電池自動車(準市販モデル)、第４２回東京モーターショー登場 

主要３タイプの燃料電池スタック部品の世界市場調査結果 

 
２０２５年予測 

世界のＰＥＦＣ用スタック部品 ２,６９１億円 （２０１０年比  ４３.４倍） 

世界の水素ステーション ９３８億円 （２０１０年比  ２２.９倍） 

日本のＰＥＦＣシステム市場 １兆３,０７２億円 （２０１０年比  １０５.４倍） 
 

総合マーケティングビジネスの（株）富士経済（東京都中央区日本橋小伝馬町 社長 阿部 界 03-3664-5811）

は、３月２４日プレス発表の世界燃料電池システム市場調査をベースに、今年４月から９月にかけて、ＰＥＦＣ、

ＳＯＦＣ、ＤＭＦＣの主要燃料電池システムのさらに詳細な調査を行った。 

この３タイプの燃料電池システムと主要スタック部品を、需要５分野（自動車、住宅、業務・産業、マイクロ

ＦＣ、その他）、世界４市場（日本、アジア、欧州、北米）の１１ヶ国で調査分析し２５年への予測を行った。 

また水素ステーションにも注目し、水素が自動車燃料として普及して身近になり、長期的には自動車以外にも

利用が広がることを予測した。 

この調査の結果を報告書「２０１１年版 燃料電池関連技術・市場の将来展望（下巻）」にまとめた。 

  

＜調査結果の概要＞ 

東日本大震災後、燃料電池は非常時のオフグリッド対策として注目を集めたが、平時のシステムとしては力を

発揮するが、非常時にオフグリッド電源として大規模に利用するにはまだまだ未熟である。電源多様化の社会イ

ンフラ構築に取り組むことがますます重要になり、燃料電池導入によるリスク分散が総合的に社会コストを下げ

ることが期待される。 

今回はスタック部品の海外市場動向も対象とした。既に海外主力の日本の部品メーカーもあり、グローバル市

場展開が進みつつある。 

燃料電池市場の拡大が現実味を増すほど、部品価格の値下げ圧力も強くなっており、市場開拓を優先して低価

格化に苦しむ部品メーカーも多い。１５年頃までの供給力は確保されているが、その先の設備投資を決断するタ

イミングはどのメーカーもまだ未定である。富士経済は、燃料電池市場が長期的に拡大を期待できると予測する。 

 

主要３燃料電池システムの世界市場推移（１０年は見込、１５年、２０年、２５年は予測）    単位：億円 

 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 10年比 

主要３システム計 ３５０ ２,５７０ １５,６３７ ４７,４３９ 135.5倍

ＰＥＦＣ ２４５ １,９８４ １１,９６７ ３５,０４３ 143.0倍

ＳＯＦＣ ５３ ３５３ ２,１１２ ８,９７５ 169.3倍

ＤＭＦＣ ５２ ２３３ １,５５８ ３,４２１ 65.8倍

ＰＥＦＣ、ＳＯＦＣ、ＤＭＦＣの用途開発は多くの分野で進められている。この３タイプが創出する２５年の

市場は燃料電池全市場の８５％以上になり今後の燃料電池市場拡大の主要な位置を占めると予測する。 

なかでもＰＥＦＣシステムは燃料電池車が市場を支えて特に大きな市場になると期待される。市場が世界的な

広がりを持つことが大きな魅力であり、高い技術力をベースにしたエコビジネスとしての産業競争力を高めるに

は政策が重要な役割を占める。日本は、トップを切って燃料電池車の市場を立ち上げるべくオールジャパンで取

り組んでいる。 

ＳＯＦＣは産業・業務分野が先行するが、日本では住宅分野で拡大が期待される。ＤＭＦＣは次世代モバイル

電源ニーズの取り込みが出来れば、急速な市場拡大が期待できると予測する。ＭＣＦＣやＰＡＦＣは産業・業務

分野で存在感は大きいがそれ以外の用途は考えにくい。 
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●ＰＥＦＣシステム エリア別市場推移（１０年は見込、１５年、２０年、２５年は予測）    単位：億円 

 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 10年比 

日本 １２４ １,２０８ ６,６７３ １３,０７２ 105.4倍

アジア（韓国・中国） ４０ ２７９ １,８７１ ４,６１１ 115.3倍

北米（アメリカ・カナダ） ６５ ２０３ １,３３２ ９,１４７ 140.7倍

欧州 １５ ２９３ ２,０９２ ８,２１３ 547.5倍

日本は、ＰＥＦＣシステムを中心に市場開拓が進んでおり、特に家庭用燃料電池の市場が拡大している。１０

年時点で海外と比較してもその規模が非常に大きい。家庭用に加えて燃料電池車の開発が進められ、ＰＥＦＣシ

ステム市場が今後も大きなウェイトを占める。したがって主要スタック部品市場も、ＰＥＦＣスタック部品が拡

大すると予測する。家庭用ＳＯＦＣはＪＸ日鉱日石エネルギーから今年１０月に販売が開始されたが、部品市場

が拡大するには時間を要すると見られる。 

アジアでは、当面韓国が市場形成の中心となり、中国の市場は２０年以降徐々に拡大して行くと見られる。韓

国は日本と同様に家庭用燃料電池と燃料電池車の技術開発、市場拡大を目指して、ＰＥＦＣの開発を進めている。

一方、業務・産業用燃料電池市場にも注力しており、ＭＣＦＣ、ＰＡＦＣのアジア市場も２５年に８５０億円に

成長すると予測する。 

北米では業務・産業分野で燃料電池システムが導入されており、２大メーカーがＭＣＦＣとＰＡＦＣの市場開

拓を進めている。加えてＳＯＦＣシステムも他のエリアに先行して出荷が開始されている。ＳＯＦＣは発電性能

や低コスト化のポテンシャルが高く、ＰＡＦＣ、ＭＣＦＣの市場にも影響を与えると予測する。 

欧州ではＥＵ、各国、各州が多様な環境施策を検討しており、各システムの施策を並行して進めている。ドイ

ツが燃料電池市場の中心になっており、現在はＤＭＦＣのキャンプ用可搬型電源の需要が中心であるが、今後住

宅用のＳＯＦＣの量産計画が進むと見られる。欧州のＰＥＦＣ市場はダイムラーの燃料電池車導入などにより拡

大し、２５年には８,２１３億円規模に成長すると予測する。 

 

＜主要スタック部品市場＞ 

●３市場推移（１０年は見込、１５年、２０年、２５年は予測）                単位：億円 

 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 １０年比 

３市場計 １０５ ３９８ １,７５５ ４,０３６ ３８.４倍

ＰＥＦＣ用 ６２ ３０３ １,２４４ ２,６９１ ４３.４倍

ＳＯＦＣ用 ２２ ４３ １２３ ３６３ １６.５倍

ＤＭＦＣ用 ２１ ５２ ３８９ ９７９ ４６.６倍

ＰＥＦＣ 

 日本では、家庭用燃料電池の導入補助金が３ケ月余りで底をつくほどの人気になっているが、スタック部品市

場では燃料電池車の技術開発の行方が注目されている。燃料電池車市場に連動して部品市場の規模も大きくなる

が、拡大のタイミングが読みにくいとも言われている。日本の自動車メーカーは最新のコストエンジニアリング

を導入して部品使用量の大幅低減と単価引き下げを進めている。部品メーカーは自動車メーカーと開発を同時進

行させつつ規模拡大への期待を高めている。ＰＥＦＣ技術は燃料電池車の商品化によって注目度が増し、住宅、

マイクロＦＣなど他分野にスタック技術、部品コスト、水素技術など多くの波及効果が期待できる。 

ＳＯＦＣ 

 産業･業務分野の市場の立ち上りが現実味を増しており、日本の部品メーカーの期待はアメリカ市場に集まって

いる。一方、日本においては家庭用ＳＯＦＣの商品化が今年１０月に始まったが部品メーカーが期待する規模に

成長するには時間がかかりそうである。技術開発の注目点はスタック部品の耐久性向上である。製品評価におい

て５～６万時間のものから数分の1程度のものまであり、ばらつきが大きい。部品メーカーは耐久性、性能に貢

献する技術を駆使しているが、システムメーカーのニーズは多様で量産が限定的になる可能性も懸念される。 

 

＜水素ステーション＞ 

●設置規模推移（１０年は見込、１５年、２０年、２５年は予測）               単位：億円 

 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 １０年比 

水素ステーション市場 ４１ ５７６ ８４４ ９３８ ２２.９倍

現在、水素ステーションは世界で２００ヶ所以上あるが、ほとんど水素ステーションや燃料電池車の開発・実

証用のため一般に利用出来ない。 



                                                                                   

本件に関するお問合せ：広報部 （Ｔel．03-3664-5697 Fax．03-3664-5842またはmail address：koho@fk-m.co.jp） 

 

 

１３年以降に水素ステーション建設が進み大幅な低コスト化が進むと予測する。高圧水素燃料の規制見直しに

より商用ステーションを普及させるために必要な機器スペックが最適化され、設置費２億円以下を早い段階で実

現することを目標とする。さらに大型化や充填時間の短縮、充填密度の向上など課題はあるが、まずは低価格を

実現する技術と政策が求められる。 

規制見直し、技術開発、実証、社会認知の全てが同時並行かつ急ピッチで進められる１５年までが非常に重要

となり、建築法、高圧ガス保安法、消防法にわたる規制の中で、商用ステーション建設のために必要な項目が経

済産業省と関連企業によって官民一体で検討されている。 

水素ステーションは、燃料電池車の商用化が始まる１５年までを準備期、２５年までを普及期、さらに２６年

以降を本格普及期として整備が進むと見られる。現在は商用ステーションのスペックを検証するために既存水素

ステーションの改造と必要な技術実証が行われている。インフラ基盤として、１３年から約２年間で約１００ヶ

所の設置を進める見通しである。当初は燃料電池車の主要販売エリアに限定され、４大都市圏（関東、中部、関

西、福岡）とそれを結ぶ高速道路を対象とする。 

世界の主要メーカーは１５年を燃料電池車の商用開始目標としており、それまでに一定量の水素ステーション

の整備が必要になる。 

ドイツ（ＮＲＷ州）やアメリカ（カリフォルニア州）、日本（東名阪および福岡）の３ヵ国はステーション整備

を積極的に進めていくと見ている。すでにカリフォルニアでは２４ヶ所の水素ステーションがあり、そのうち４

ヶ所は一般に利用でき、１１年時点で８ヶ所が建設中、１５年には４０ヶ所程度の整備を進める計画である。ド

イツでは長期的に１,０００ヶ所の水素ステーション整備を想定している。 

 

＜調査対象＞ 

対象エリア １１カ国  日本、韓国、中国、アメリカ、カナダ、イギリス、ドイツ、イタリア、 
デンマーク、ノルウェー、フィンランド 

対象品目 
●ＰＥＦＣシステム：電極材、電解質、セパレータ、ガス拡散層（ＧＤＬ）  
●ＳＯＦＣシステム：電極材（アノード、カソード）、電解質、金属インターコネクタ/金属セパレータ 
 ●ＤＭＦＣシステム：電極材、電解質、セパレータ、ガス拡散層（ＧＤＬ） 

 
＜調査方法＞ 
富士経済専門調査員による対象先企業等への直接面接取材を基本に、電話ヒアリングなどにより補完。

 
＜調査期間＞ ２０１１年４月～９月 

以上 
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